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技術職員の雇用等に関する実態調査報告 
 
 
1.調査目的及び調査方法等 

大学や研究機関における技術職員の雇用等に関する実態を把握することを目的に、国公私立

大学（短期大学を除く）、国公私立高等専門学校、大学共同利用機関法人、研究開発法人（※）、

国立試験研究機関・公設試験研究機関に対し、2023 年 12 月 1 日現在での実態調査を行った。 

※研究開発法人とは、「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」（平成二十年法

律第六十三号）第二条第九項に定める法人をいう。 
 
 
2.調査対象とする技術職員 
 本調査では、学部または研究施設等において、教育・研究に係る大学業務の技術的支援等を行

う職務に従事する教育研究系技術職員を対象とした。施設系技術職員、医療系技術職員、技能系

統職員は教育研究系技術職員に含まない。 
 
 
3.結果 

国内の大学・公的研究機関 1,241 機関を対象に技術職員の雇用等に関する調査を実施した。回

答があった 705 機関（回収率 56.8％）のうち、教育研究系技術職員を１名以上雇用していると

答えた 253 機関の回答データを集計・解析したところ、以下のことがあきらかになった。 

 

※ 各セルの下段は回収率、上段は教育研究系技術職員がいると回答した機関数及び％を表す。 
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報告 1：技術職員の内訳 
（１）253 機関で雇用している教育研究系技術職員の数は、無期雇用 7,996 名、有期雇用

10,868 名、合計 18,864 名だった。 

  
（２）男性、女性の割合は同程度だった（男性 9,177 名（49.2％）、女性 9,687 名（51.4％））。 

（３）無期雇用の職員数 7,996 名は全体の 42.4％だった。男女別でみると、男性職員数が 5,460
名、女性職員数が 2,536 名と、男性職員が女性職員の倍以上となった。 

（４）年齢層でみると、40 代、50 代の順で職員数が多い。 
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（５）18,864 名のうち、1,105 名が博士号取得者（5.9％）であり、うち男性が 799 名（4.2％）、

女性が 306 名（1.6％）だった。年齢層ごとに博士号取得割合をみると、40 代（6.9％）、30
代（6.8％）の順で高い。 

 

 
（６）職階は、機関種により差異がみられた。国立試験研究機関を除く機関においては、准教

授・課長以上は、合わせて 10％未満であり、助教・係長/主任以下の職種が合わせて 80％を

超えている。国立試験研究機関は、准教授・課長級以上で合わせて 70％を超える結果とな

った。 
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報告２：技術職員の育成等 
（１）教育研究系技術職員の研修プログラムを独自に設けている機関は 28.9％だった。 

 

（２）教育研究系技術職員に、大学共同利用機関法人の提供する研修プログラムを受講すること

を業務として認めている機関は 59.7％だった。業務として認めている機関のうち、受講に

あたって経済的支援を行っているのは、84.8％だった。 

 

（３）教育研究系技術職員にキャリアサポート（セミナー、公募情報周知）を行っている機関は

42.3％だった。 
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（４）教育研究系技術職員と管理職の間で業績・評価をめぐる面談の機会を設けている機関は

77.1％だった。 

 

（５）教育研究系技術職員の人事交流については、13.0％の機関が大学と人事交流を行っており、

人事交流先として大学がもっとも多く、また企業との人事交流を行っている機関が 6.7％あ

った。 

 
（６）技術職員の兼業を認めている機関は、57.7％だった。 
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（７）技術職員の中途採用を行っている機関は 85.0％だった。 

 

 
 




